
◆有効求人倍率の推移

（注） 月別の「全国」「静岡県」の数値は、季節調整済の数値である。

季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA)による。なお、令和７年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。

ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、

オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した

就職件数等が含まれている。
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◎有効求人倍率（実数値）は0.69倍となり、前年同月を0.04ポイント下回った。
◎新規求人倍率（実数値）は1.14倍となり、前年同月を0.05ポイント上回った。
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産業別規模別新規求人状況

掛川所
　                     新規求人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人） （％）

常用計 常用計 常用計

Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 15 9 22 21 ▲ 31.8 ▲ 57.1

Ｄ　建設業（06～08）　　　　 139 138 120 120 15.8 15.0

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 206 203 191 178 7.9 14.0

　　09　食料品製造業　　　　 7 7 10 10 ▲ 30.0 ▲ 30.0

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 17 15 30 20 ▲ 43.3 ▲ 25.0

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 6 5 2 2 200.0 150.0

　　15　印刷・同関連業　 0 0 0 0 - -

　　16　化学工業 21 21 14 14 50.0 50.0

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 8 8 14 13 ▲ 42.9 ▲ 38.5

　　23　非鉄金属製造業 8 8 0 0 - -

　　24　金属製品製造業 32 32 12 12 166.7 166.7

　　25　はん用機械器具製造業 23 23 10 10 130.0 130.0

　　26　生産用機械器具製造業　 9 9 8 8 12.5 12.5

　　27　業務用機械器具製造業　　 2 2 2 2 0.0 0.0

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 6 6 6 6 0.0 0.0

　　29　電気機械器具製造業 5 5 12 10 ▲ 58.3 ▲ 50.0

　　31　輸送用機械器具製造業 36 36 25 25 44.0 44.0

Ｇ　情報通信業（37～41） 2 2 2 2 0.0 0.0

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 25 25 35 35 ▲ 28.6 ▲ 28.6

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 43 43 61 61 ▲ 29.5 ▲ 29.5

　　50～55　卸売業 15 15 13 13 15.4 15.4

　　56～61　小売業 28 28 48 48 ▲ 41.7 ▲ 41.7

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 8 7 0 0 - -

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 6 6 8 8 ▲ 25.0 ▲ 25.0

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 10 9 7 7 42.9 28.6

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 54 49 50 47 8.0 4.3

　　75　宿泊業　　　 41 36 44 41 ▲ 6.8 ▲ 12.2

　　76　飲食店　　　 13 13 6 6 116.7 116.7

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 15 14 17 14 ▲ 11.8 0.0

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 21 21 18 18 16.7 16.7

Ｐ　医療,福祉（83～85） 195 191 172 161 13.4 18.6

　　83　医療業 39 39 46 46 ▲ 15.2 ▲ 15.2

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 156 152 126 115 23.8 32.2

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 95 69 128 77 ▲ 25.8 ▲ 10.4

　　91　職業紹介・労働者派遣業 44 18 61 10 ▲ 27.9 80.0

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 10 10 6 6 66.7 66.7

853 802 841 759 1.4 5.7

29人以下 549 516 551 498 ▲ 0.4 3.6

30～99人 193 187 165 141 17.0 32.6

100～299人 76 64 68 63 11.8 1.6

300～499人 17 17 23 23 ▲ 26.1 ▲ 26.1

500～999人 18 18 34 34 ▲ 47.1 ▲ 47.1

1000人以上 0 0 0 0 - -
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令和8年4月 令和7年4月 前年同月比

事
業
所
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別

全数（一般＋パート）全数（一般＋パート）全数（一般＋パート）

産
業
別

合     計

※求人数の多い主要な産業を表記しているため、合計と内訳の数値は一致しない。



年  月 対 前 月 対 前 年 同 月

項目 増 減 率 （ 差 ） 増 減 率 （ 差 ）

1 750 511 774 46.8 ％ ▲ 3.1 ％ 

う ち 常 用 749 511 773 46.6 ％ ▲ 3.1 ％ 

2 3,258 3,099 3,341 5.1 ％ ▲ 2.5 ％ 

う ち 常 用 3,245 3,087 3,331 5.1 ％ ▲ 2.6 ％ 

3 853 741 841 15.1 ％ 1.4 ％ 

う ち 常 用 802 706 759 13.6 ％ 5.7 ％ 

4 2,237 2,387 2,423 ▲ 6.3 ％ ▲ 7.7 ％ 

う ち 常 用 2,128 2,248 2,255 ▲ 5.3 ％ ▲ 5.6 ％ 

5 410 428 434 ▲ 4.2 ％ ▲ 5.5 ％ 

6 137 175 153 ▲ 21.7 ％ ▲ 10.5 ％ 

7 103 166 110 ▲ 38.0 ％ ▲ 6.4 ％ 

8 1.14 倍 1.45 倍 1.09 倍 ▲ 0.31 ｐ 0.05 ｐ 

9 0.69 倍 0.77 倍 0.73 倍 ▲ 0.08 ｐ ▲ 0.04 ｐ 

10 18.3 ％ 34.2 ％ 19.8 ％ ▲ 15.9 ｐ ▲ 1.5 ｐ 

11 12.1 ％ 22.4 ％ 13.1 ％ ▲ 10.3 ｐ ▲ 1.0 ｐ 

12 407 313 398 30.0 ％ 2.3 ％ 

う ち 常 用 406 313 397 29.7 ％ 2.3 ％ 

13 1,839 1,800 1,867 2.2 ％ ▲ 1.5 ％ 

う ち 常 用 1,832 1,794 1,862 2.1 ％ ▲ 1.6 ％ 

14 556 500 603 11.2 ％ ▲ 7.8 ％ 

う ち 常 用 523 483 543 8.3 ％ ▲ 3.7 ％ 

15 1,480 1,557 1,661 ▲ 4.9 ％ ▲ 10.9 ％ 

う ち 常 用 1,416 1,468 1,570 ▲ 3.5 ％ ▲ 9.8 ％ 

16 211 210 228 0.5 ％ ▲ 7.5 ％ 

17 59 75 72 ▲ 21.3 ％ ▲ 18.1 ％ 

18 41 71 48 ▲ 42.3 ％ ▲ 14.6 ％ 

19 14.5 ％ 24.0 ％ 18.1 ％ ▲ 9.5 ｐ ▲ 3.6 ｐ 

20 7.4 ％ 14.2 ％ 8.0 ％ ▲ 6.8 ｐ ▲ 0.6 ｐ 

21 343 198 376 73.2 ％ ▲ 8.8 ％ 

う ち 常 用 343 198 376 73.2 ％ ▲ 8.8 ％ 

22 1,419 1,299 1,474 9.2 ％ ▲ 3.7 ％ 

う ち 常 用 1,413 1,293 1,469 9.3 ％ ▲ 3.8 ％ 

23 297 241 238 23.2 ％ 24.8 ％ 

う ち 常 用 279 223 216 25.1 ％ 29.2 ％ 

24 757 830 762 ▲ 8.8 ％ ▲ 0.7 ％ 

う ち 常 用 712 780 685 ▲ 8.7 ％ 3.9 ％ 

25 199 218 206 ▲ 8.7 ％ ▲ 3.4 ％ 

26 78 100 81 ▲ 22.0 ％ ▲ 3.7 ％ 

27 62 95 62 ▲ 34.7 ％ 0.0 ％ 

28 22.7 ％ 50.5 ％ 21.5 ％ ▲ 27.8 ｐ 1.2 ｐ 

29 20.9 ％ 39.4 ％ 26.1 ％ ▲ 18.5 ｐ ▲ 5.2 ｐ 

※1  （全数） ＝ （一般：パートタイム以外の常用及び臨時・季節） ＋ （パートタイム：常用的及び臨時的パート）である。

※2　▲ は減少率（差）、ｐはポイントである。

職   業   紹   介   関   係   主   要   指   標
掛川所

令 和 8 年 4 月 令 和 8 年 3 月 令 和 7 年 4 月
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充 足 率 (7/3 × 100)

紹 介 件 数

就 職 件 数

充 足 数

紹 介 件 数

就 職 率 (17/12 × 100)

充 足 率 (18/14 × 100)

就 職 件 数

充 足 数

就 職 率 (26/21 × 100)

充 足 率 (27/23 × 100)
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〈ハローワーク掛川管内（掛川市、菊川市、御前崎市）〉 

【管内の求人・求職の状況】 

 
○ 有効求人数は、 ２，２３７人（前月比 ６．３％減少）となり、前年同月比では  ７．７％減少。 

 ○ 新規求人数は、   ８５３人（前月比 １５．１％増加）となり、前年同月比では     １．４％増加。 
○ 有効求職者数は ３，２５８人（前月比 ５．１％増加）となり、前年同月比では        ２．５％減少。 

 ○ 新規求職者数は、    ７５０人（前月比 ４６．８％増加）となり、前年同月比では     ３．１％減少。 
             

 

【規模別の新規求人の状況】  

 
 ○ ２９人以下規模  → ５４９人で前年同月比   ２人（▲  ０．４％）減少。 
○ ３０人～９９人規模 → １９３人で前年同月比  ２８人（  １７．０％）増加。 

○ １００人～２９９人規模 →  ７６人で前年同月比   ８人（    １１．８％）増加。 

○ ３００人以上規模 →  ３５人で前年同月比  ２２人（▲  ３８．６％）減少。 

【産業別の新規求人の状況】  〈全体 →８５３人で前年同月比１．４％増加〉 

 
 ○ 製造業→２０６人で前年同月比１５人（７．９％）増加。 

※金属製品製造業３２人で前年同月比２０人（１６６．７％）増加している。 
※はん用機械器具製造業２３人で前年同月比１３人（１３０．０％）増加している。 
※化学工業２１人で前年同月比７人（５０．０％）増加している。 
※飲料・たばこ・飼料製造業１７人で前年同月比１３人（▲４３．３％）減少している。 
※輸送用機械器具製造業３６人で前年同月比１１人（４４．０％）増加している。  

 ○ 建設業→１３９人で前年同月比１９人（１５．８％）増加。 
 ○ 医療・福祉→１９５人で前年同月比２３人（１３．４％）増加。 
       ※社会保険・社会福祉・介護事業で前年同月比３０人（２３．８％）増加 
○ 卸売業・小売業→４３人で前年同月比１８人（▲２９．５％）減少。 
      ※小売業２８人で前年同月比２０人（▲４１．７％）減少 

【雇用保険受給者への支給状況】 

○ 支給総額 → ９千万円 


